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新幹線駅は在来線駅に比べ駅勢圏が広く, 駅周辺の自治体に与える影響は大きいと考えられる. 今後新た

に新幹線駅が立地する自治体も, 同様の影響を受けることになる. そして, 今の日本全国二千以上箇所の高

速道路インターチェンジが地方の人口や経済状況に影響を与えているため, 高速道路の影響を考えて新幹

線駅の開業効果を分析することが必要である. 本研究では高速道路インターチェンジの整備状況を考慮し

て, 自治体が新幹線駅から受ける社会経済的な影響を定量的に評価するために, 傾向スコアを用いて在来線

や在来線駅の影響を排除し, 高速道路の開業影響を考えながら新幹線開業の影響を定量的に示す手法を検

討した. 本研究は首都圏, 政令指定都市, 離島, 福島県避難地域を除外した日本全国の 1387 の市町村を対象

として, 傾向スコアを用いてマッチングする. そして IPW 推定量と DID 分析で新幹線駅の開業効果を定量

的に分析する.  

 

     Key Words: causal inference,  high speed railway,  highway,  propensity score,  difference-in-differences 
analysis  

 

 

1.  序論 
 

新幹線駅は在来線駅に比べ駅勢圏が広く, 駅周辺の自

治体に与える影響は大きい．1964年の東海道新幹線開業

以来, 我が国では新幹線のネットワークが拡大し続け, 50

年以上にわたって多くの都市を結んできた．今後も, 北

陸新幹線の大阪延伸や北海道新幹線の札幌延伸等が進み, 

新たに新幹線駅が立地する自治体も, 同様の影響を受け

ることになる．従って, 新幹線の駅が近くにできること

が, 自治体にどのような影響を与えるかを定量化するこ

とは重要である． 

さて, 土木計画学分野でも因果推論の研究が見られる

ようになってきた 1)．直近では高速道路や都市鉄道など

交通基盤整備が産業や社会経済に与える影響を因果関係

としてとらえ, 実証的に分析した研究 2-4)などがある． 

そこで本研究では, 新幹線の開業効果について因果推

論の枠組みで分析し, 社会経済に与える影響を定量化す

ることを目的とする． 

 

2. 既存研究のレビューと本研究の位置つけ 
 

(1) 既往研究のレビュー 

新幹線に関する研究は, 整備効果に着目した研究が多

くみられる．例えば, 新幹線を整備している地域として

いない地域を比較した研究 5), 新幹線の整備前後を比較し

た研究 6),  7)がみられる．現在新幹線が整備されている地
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域に, 新幹線が整備されていない場合を仮定し, 整備され

ていない場合と現状を比較することによって整備の効果

を検証している研究 8) や, 相対時間距離(地形図と時間距

離図を重ね合わせた結果を数量的に現す指標)から新幹

線の整備効果を検討したもの 9), 九州新幹線の駅周辺に関

わる社会経済指標の推移を整理し駅の類型化を行った研

究 10)もある．  

新幹線ではないが, 鉄道駅の整備が市町村の人口の変

遷に与える影響に関する研究 11)が行われている．そこで

は, 鉄道整備が地域に及ぼす影響を長期的・全国的なデ

ータを用いて分析した．その結果, 交通整備が地域の発

展に影響を及ぼすという今まで常識として考えられてき

たことを, 過去のデータから実証的に検証した． 

国外では, Talebianら 12)は傾向スコアマッチングにより

カリフォルニア州が行ったアムトラック駅への経済的支

援が地域の人口と雇用に与える影響を評価した．この研

究では, 郡レベルと市レベルで経済的支援を受けた群と

受けなかった群を傾向スコアマッチングにより共変量の

バランスを調整し, 重回帰分析を行った．その結果, カリ

フォルニア州による経済的支援により整備が行われたア

ムトラック駅がある市(郡)は, 人々にとって魅力的な沿線

となり人口には正の影響がみられたが, 地元の雇用に対

する影響は限定的であった．Jia ら 13)の研究では, 差の差

分析と傾向スコアマッチング―差の差分析(PSM-DID)を

用いて中国の高速鉄道が地域経済の発展に与える影響は

路線を比較した場合で異なるかということを検証した．

その結果, 路線間で影響は異なり, 中国の高速鉄道建設が

経済に正の影響を与えたことがわかった． 

 

(2) 本研究の位置づけと意義 

上述したように, 新幹線の事後評価に関する既往研究

ではミクロな視点で施設効果を前後比較, 地域比較, 有無

比較を行ったものが多く行われている．しかしそれらは

地域や路線を絞ったものが多い． 

筆者らの先行研究 14)では, 日本全国の全ての新幹線の

路線を対象とした．また, 既往研究の抱える課題として, 

新幹線開業による効果のみを把握することが出来ていな

いことが挙げられたが, この研究では自治体が新幹線駅

から受ける社会経済的な影響を定量的に評価するため

に, 傾向スコアを用いて高速道路や在来線などの影響を

排除した新幹線開業による影響のみを定量的に示す評

価手法を検討した．その結果 , IPW(inverse probability 

weighting)推定量による市町村人口に与える開業効果は, 

平均処置効果によるものと同様で, 正の値を取り, 5.5 万

人から 8.0万人と推計された． 

本研究では, 傾向スコアの算出に高速道路 ICの数を加

えることで, 高速道路整備の影響をより明示的に扱い, こ

の先行研究を発展させた． 

本研究の意義は, Rubinの枠組み 15)で新幹線開業が沿線

自治体の人口に与える因果効果を定量的に分析すること

で, 今後高速鉄道が整備される国内外の地域への示唆を

得ることにある． 

 

3. 研究方法 
 

(1) 研究対象 

本研究は首都圏, 政令指定都市, 離島, 福島県避難地

域を除外した日本全国の 1387の市町村を対象とした.  

 

(2) 研究手法 

a) 傾向スコア 

第i対象者の共変量(割当変数と結果の両方に影響を

与える変数)の値を xi , 割当変数(ある施策が行われるか

どうかを示す変数)の値を zi とするとき, 群 1に割り当

てられる確率 ei は傾向スコアと呼ばれ，式(1)で表され

る． 

𝑒௜ ൌ 𝑝ሺ𝑧௜ ൌ 1|𝑥௜ሻ       (1) 

無作為割付が不可能な状況において, ある施策の効果

を調べたい際には交絡因子(従属変数に影響を与える共

変量)の分布が説明変数の値によって異なる可能性があ

る. 共変量の影響を除去するためにこれまで共分散分析

などの手法が利用されてきたが様々な制約が多いという

欠点があって,傾向スコアが用いられる.  

 

b) 傾向スコアの算出について 

市町村ごとに新幹線駅のダミー変数(新幹線駅を中心

として半径 5km圏内の市町村を１とする)を目的変数, 

沿岸部ダミー, 豪雪地帯ダミー, 可住地面積割合, 在来

線実延長を各自治体総面積で割ったもの, 高速道路実延

長を各自治体総面積で割ったもの, 地方ダミー(例えば

東北地方ダミー), 高速道路インターチェンジの数, 合

併ダミー(市町村が合併したかどうか)を説明変数として

ロジスティック回帰分析を行う. そして新幹線駅あり市

町村グループを介入群, 新幹線駅なし市町村グループを

対照群とする. ロジスティック回帰分析を行うことで, 

表-1 用いる変数 
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各市町村が介入群に割り当てられる確率を求めて, 傾向

スコアが得られる.  

 

c) IPW推定量の算出について 

同じ傾向スコアを持つ２つのグループのデータは, 共

変量を一つの変量にすることによって, 比較することが

できる. 本研究は傾向スコアを用いることで地方経済指

標と高速道路，在来線などの説明変数を考慮しながらそ

れらの影響を排除して,新幹線駅の経済効果を算出する.  

IPW 推定量は傾向スコアの逆数による重み付け平均を

用いた因果効果の推定量であり, 式(2)に示す介入群の目

的変数の周辺期待値と対照群の目的変数の周辺期待値の

差で求められる. つまりこれは, 介入群と介入群に割り

当てられるだろうと推定された群の値の平均値から対照

群と対照群に割り当てられるだろうと推定された群の値

の平均値を引いたものである. ここで, i(=1, 2……N)は市

町村の数, ziは新幹線駅の有無(ダミー変数), eiは傾向ス

コア, y1iは介入群の目的変数(ここでは人口変動率), y2i

は対照群の説明変数である： 

𝐸෠ሺ𝑦ଵሻ െ 𝐸෠ሺ𝑦ଶሻ ൌ
∑

೥೔೤భ೔
೐೔

ಿ
೔

∑
೥೔
೐೔

ಿ
೔

െ
∑

൫భష೥೔൯೤మ೔
భష೐೔

ಿ
೔

∑
൫భష೥೔൯
భష೐೔

ಿ
೔

     (2) 

 

d) 傾向スコアマッチングについて 

介入群の市町村の傾向スコアに最も近いサンプルを対

照群から抽出し, 傾向スコアマッチングを行うことで共

変量の分布を調整し, 重回帰分析を行うことで新幹線駅

の開業効果に影響している要素を把握する.  

 

e) DID分析 

介入群の平均処置効果を推定するため，介入群の市町

村について処置を受けていなかったときの状態(反事実

の状態)と対照群の状態が並行トレンドを持つ必要があ

る．本研究では傾向スコアマッチングによって，同じペ

アの 2つの市町村が同じ発展トレンドを持つことを確保

したうえで，DID分析を行う．傾向スコアを使って DID

分析に用いる介入群と対照群のペアを組んで，回帰分析

を行う． 

 

f) 平均処置効果の算出について 

処置を受けた状態の目的変数(ここでは人口変動率)と

処置を受けていない状態の目的変数を計算して，DID に

よる平均処置効果が推定できる．ここで，ｙは人口変動

率，G は処置ダミー(新幹線駅があるかどうか)，T は時

点ダミー(介入前と介入後の 2つの値をとるダミー変数)，

ε は誤差項であり，Gと Tと無相関である必要がある 18)．

目的変数の回帰式は(3)で表される． 

𝑦 ൌ 𝜇 ൅ 𝛾𝐺 ൅ 𝛿𝑇 ൅ 𝛼𝐺𝑇 ൅ 𝜀    (3) 

介入群の介入前の目的変数 a, 介入群の介入後の目的

変数 b, 対照群の介入前の目的変数 c, 対照群の介入後の

目的変数 d, の 4つの変数を計算して, 式(4)によって介

入群についての平均処置効果が算出できる． 

𝐴𝑇𝐸 ൌ ሺ𝑏 െ 𝑎ሻ െ ሺ𝑑 െ 𝑐ሻ     (4) 

これによって，新幹線駅の整備が地域に与える影響を

算出することができる.  

 

4. 分析結果 
 

(1) 傾向スコア 

傾向スコアを計算するための，年ごとのロジスティッ

ク回帰分析の結果を表-2 に示す．2000 年のもののみ

Hosmer-lemeshowの適合度検定 19)の結果が, 不適合である

と判定されたので，地方ダミーを除いて再推定したもの

を示す． 

これをみると，可住地面積割合や在来線実延長は有意

になることが多いが，地方ダミーは有意になることはな

かった． 

以上の結果を使用して傾向スコアを計算し, 最近傍法

を使って市町村をマッチングし，介入群と対照群を形成

する． 

表-2 ロジステック回帰分析の結果 
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(2) IPW推定量 

1985 年から 2015 年までの新幹線開業による人口変動

率の差をそれぞれ IPW推定量で求めた結果を示す.  

これをみると，IPW 推定量は 2000 年以外のすべての

年で負になり，新幹線駅があることにより，その市町村

の人口変動率を減らす効果を与えるという結果になった．

全国の人口増加率は減少傾向にありながらも 2010 年ま

では正の値であるから，仮説とは異なる結果になった． 

 

表-3  人口増加率の IPW推定量 
年 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 

市町村 
ペア数 69 69 67 73 86 88 101 

IPW推定量(%) -1.42 -0.51 -0.33 0.54 -0.32 -0.82 -0.17 
全国人口 
増加率(%) 3.41 2.12 1.58 1.08 0.663 0.226 -0.751 

 

(3) 人口変動率の分布 

本研究の IPW推定量の計算では，新幹線駅の開業は駅

に近い自治体の人口増加に負の影響を与えていることを

示していた．そこで，介入群（新幹線駅あり）と対照群

（新幹線駅なし）の市町村の人口変動率の分布を調べて

みた．例として 2000年と 2015年の結果を図-1と図-2に

示す． 

これを見ると，IPW推定量が唯一正になった 2000年で

は，介入群（新幹線駅あり）が人口変動率がやや正の方

向に多く，対照群（新幹線駅なし）がやや負の方向に多

く分布していることがわかる．一方で，IPW推定量が負

になった 2015 年では，介入群（新幹線駅あり）と対照

群（新幹線駅なし）で，人口変動率の分布にあまり差が

ないことがわかる． 

すなわち，2015 年の例では，介入群（新幹線駅あり）

の 101市町村と，傾向スコアでマッチングされた（残り

1286市町村の中から選ばれた）対照群（新幹線駅なし）

の 101市町村の間で，その人口変動率の分布があまり変

わらないことを示している． 

従って，新幹線駅の存在が，その周辺市町村の人口増

加率を増やす影響があるという仮説が正しいのであれば，

傾向スコアによる市町村のマッチングがうまくできてい

ない可能性がある． 

 

5. 結論 
 

本論文では，新幹線整備が沿線自治体の人口変動に与

える影響を実証的に示すことを目的に，その因果効果を

推定した．分析では，傾向スコアを用いることで高速道

路や在来線駅などが存在するといった交絡因子の影響を

排除し，新幹線開業のみの効果を算出した．計算の結果，

人口変動率の IPW 推定量はほとんどの年で負の値であ

り，新幹線駅が市町村人口に負の影響を与えているとい

う結論になった． 

この結果は予想外であるが，傾向スコアを算出する回

帰式を再検討したり，地域人口に影響している別の変数

を加えたり，マッチング方法を変えたりすると逆の結論

を得る可能性もある．今後はこれらの課題と，DID 分析

についての検討に取り組む必要がある． 
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THE INFLUENCE OF THE HIGH SPEED RAILWAY ON THE LOCIAL SOCIAL-
ECONOMIC SITUATION CONSIDERING THE DEVELOPMENT OF HIGHWAYS 

 
JiKang FAN, Shintaro TERABE, Hideki YAGINUMA, Kosuke TANAKA, 

 and Haruka UNO 
 

Shinkansen stations have a wider station area than conventional line stations, and are considered to have 
a large impact on local governments around the stations. Municipalities where new Shinkansen stations 
will be located will be affected in the same way. And since more than 2,000 expressway interchanges all 
over Japan are affecting the population and economic situation in rural areas, it is necessary to analyze the 
effect of opening Shinkansen stations in consideration of the impact of expressways. In this study, in order 
to quantitatively evaluate the socio-economic impact of local governments from Shinkansen stations in 
consideration of the development status of expressway interchanges, the impact of conventional lines and 
conventional line stations is evaluated using propensity scores. We excluded it and examined a method to 
quantitatively show the impact of the opening of the Shinkansen while considering the impact of the 
opening of the expressway. This study targets 1387 municipalities throughout Japan, excluding 
metropolitan areas, ordinance-designated cities, remote islands, and evacuation areas in Fukushima 
Prefecture, and matches them using propensity scores. Then, the effect of opening the Shinkansen station 
will be quantitatively analyzed using the inverse probability weighting (IPW) estimator and difference-in-
difference (DID) analysis. 
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